[bookmark: _qwg5r4jjvhpk]探偵業者間調査業務委託契約書

委託者　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、受託者　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が受任した調査案件の全部又は一部を乙に委託することについて、次のとおり探偵業者間調査業務委託契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _jz3k75540pnt]第1条（目的）
本契約は、甲が乙に対して探偵調査業務を委託するにあたり、調査業務の範囲、実施方法、報酬、秘密保持、個人情報の保護、調査結果の取扱い及び責任分担その他必要な事項を定め、甲乙間における適正かつ円滑な業務遂行を確保することを目的とする。

[bookmark: _bz3iyezwwlm]第2条（定義）
本契約において使用する用語の定義は、次の各号に定めるとおりとする。
1. 「調査業務」とは、甲が乙に委託する所在調査、行動調査、素行調査、信用調査、企業調査、証拠収集その他探偵業の業務の適正化に関する法律（以下「探偵業法」という。）その他関係法令に適合する調査活動をいう。
2. 「個別契約」とは、本契約に基づき、調査案件ごとに甲乙間で締結する契約又は合意をいう。
3. 「調査対象者」とは、個別契約において調査の対象として指定された個人又は法人その他の団体をいう。
4. 「調査資料」とは、調査業務に関連して取得又は作成された写真、動画、音声、記録、報告書、電子データその他一切の資料をいう。
5. 「依頼者」とは、甲に対して調査業務を依頼した個人又は法人その他の団体をいう。

[bookmark: _by0wk9r7tuuu]第3条（委託業務の範囲）
1. 甲は、乙に対し、個別契約で定める調査業務を委託し、乙はこれを受託する。
2. 委託する調査業務の内容は、次の各号の全部又は一部とする。
① 行動調査及び尾行調査
② 張込み及び対象者の行動確認
③ 所在調査及び所在確認
④ 素行調査及び交友関係調査
⑤ 企業及び取引先に関する適法な調査
⑥ 写真、動画その他の調査資料の取得
⑦ 調査報告書の作成
⑧ その他甲乙が合意した調査業務
3. 乙は、個別契約で定められた範囲を超えて調査業務を実施してはならない。ただし、緊急の事情がある場合には、甲に速やかに連絡し、その指示を受けるものとする。
4. 調査業務の内容、実施期間、調査地域、調査方法及び報酬その他の条件は、個別契約において定める。

[bookmark: _p425yaiq71ns]第4条（個別契約の成立）
1. 個別契約は、甲が乙に対して調査内容、実施条件及び報酬等を提示し、乙がこれを承諾することにより成立する。
2. 個別契約は、書面、電子契約、電子メールその他合意内容を記録できる方法により締結する。
3. 個別契約においては、原則として次の事項を定める。
① 調査案件名及び管理番号
② 調査目的及び調査対象
③ 調査業務の具体的内容
④ 調査実施期間及び実施場所
⑤ 調査担当者及び実施体制
⑥ 調査報酬及び経費負担
⑦ 報告方法及び報告期限
⑧ その他必要な事項
4. 本契約と個別契約の内容が異なる場合は、個別契約において本契約の該当条項を変更する旨を明示したときに限り、当該個別契約の定めを優先する。ただし、法令遵守、秘密保持及び個人情報保護に関する義務を不当に軽減することはできない。

[bookmark: _9xl9y0v3dvcm]第5条（探偵業の届出及び法令遵守）
1. 甲及び乙は、それぞれ自己の業務について探偵業法に基づく必要な届出を行い、適法に探偵業を営む資格及び体制を維持するものとする。
2. 甲及び乙は、探偵業法、個人情報の保護に関する法律、刑法、民法その他関係法令を遵守し、適法かつ適正な方法により調査業務を実施する。
3. 乙は、調査業務の遂行にあたり、次の行為を行ってはならない。
① 住居侵入、不正アクセスその他の違法行為
② 違法な盗聴、盗撮又は通信内容の取得
③ 脅迫、強要、暴行その他対象者の権利を侵害する行為
④ ストーカー行為、差別的取扱いその他違法行為を助長する調査
⑤ 虚偽の調査結果の作成又は証拠の改ざん
⑥ その他法令又は公序良俗に反する行為
4. 乙は、探偵業の届出事項、営業所、業務遂行資格その他調査業務の適法性に影響する事項に変更が生じた場合、速やかに甲に通知する。
5. 甲は、依頼者との契約関係、調査目的及び調査結果の利用目的について必要な確認を行い、乙に対して違法又は不当な調査を指示してはならない。

[bookmark: _vs7qk7lfoscy]第6条（調査目的及び適法性の確認）
1. 甲は、乙に調査業務を委託する前に、依頼者から確認した調査目的及び調査結果の利用目的を乙に通知するものとする。
2. 甲は、依頼者との契約締結に際し、探偵業法に基づき必要となる書面の交付、説明及び確認を適切に実施する。
3. 甲は、調査結果が犯罪行為、違法な差別的取扱いその他違法な行為のために使用されることを防止するため、法令に従い必要な確認を行う。
4. 乙は、委託された調査業務について違法又は不当な目的に利用されるおそれがあると認めた場合、直ちに甲に通知し、必要に応じて調査業務を中断することができる。
5. 甲乙は、調査目的の適法性に疑義が生じた場合、調査の実施又は継続の可否について協議する。

[bookmark: _n0xg7mw71oz8]第7条（調査業務の実施）
1. 乙は、専門的知識及び経験に基づき、善良な管理者の注意をもって調査業務を遂行する。
2. 乙は、甲から提示された調査目的及び個別契約の内容に従い、合理的かつ適法な方法により調査業務を実施する。
3. 乙は、調査の進行状況、対象者の行動、調査環境その他の事情に応じて必要な判断を行うことができる。ただし、契約内容の重要な変更を伴う場合には、事前に甲の承諾を得るものとする。
4. 乙は、調査業務に使用する車両、撮影機材、通信機器その他の設備について、適切な管理及び安全確保を行う。
5. 乙は、調査対象者及び第三者の生命、身体、財産、名誉、信用、プライバシーその他の権利利益を不当に侵害しないよう十分配慮する。

[bookmark: _mzai8qwzlmno]第8条（調査担当者及び従業者の管理）
1. 乙は、調査業務を遂行するために必要な知識、技能及び経験を有する者を調査担当者として配置する。
2. 乙は、調査担当者に対し、探偵業法その他関係法令、秘密保持及び個人情報保護に関する必要な教育及び監督を行う。
3. 乙は、調査担当者の行為について、自己の業務遂行上の責任を負う。
4. 甲が合理的な理由に基づき調査担当者の変更を求めた場合、乙は調査の継続性及び業務遂行上の必要性を考慮し、適切に対応するものとする。
5. 乙は、調査担当者に変更が生じ、個別契約の遂行に重要な影響を及ぼす場合には、速やかに甲に通知する。

[bookmark: _2rjbk657y0w4]第9条（再委託）
1. 乙は、甲の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、調査業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。
2. 甲が再委託を承諾する場合、乙は再委託先の探偵業法上の届出状況、業務遂行能力及び情報管理体制を確認する。
3. 乙は、再委託先に対し、本契約に基づく秘密保持、個人情報保護、法令遵守その他必要な義務と同等の義務を負わせる。
4. 乙は、再委託先の行為について、甲に対して責任を負う。
5. 再委託に関する承諾は、甲が依頼者との契約及び法令に基づく義務を履行できることを前提とする。

[bookmark: _3qb0dm8619ug]第10条（調査計画及び実施条件）
1. 甲乙は、調査業務の開始前に、必要に応じて調査計画を作成し、調査対象、調査期間、実施場所、調査体制及び連絡方法を確認する。
2. 調査計画の変更が必要となった場合、乙は甲に変更理由及び変更内容を説明する。
3. 天候、交通事情、対象者の行動その他合理的に予測することが困難な事情により、調査計画どおりの実施が困難となる場合、甲乙は協議のうえ対応を決定する。
4. 乙は、調査計画の変更に伴い追加費用が発生する場合、原則として事前に甲の承諾を得なければならない。

[bookmark: _itxp0qpy6glp]第11条（業務報告）
1. 乙は、個別契約に定める方法及び時期に従い、甲に対して調査業務の進行状況を報告する。
2. 甲が合理的な範囲で調査状況の報告を求めた場合、乙は必要な情報を提供する。
3. 乙は、調査業務中に次の事態が発生した場合、速やかに甲に通知する。
① 調査の継続が困難となる事態
② 対象者又は第三者との重大なトラブル
③ 調査資料の紛失、漏えい又は毀損
④ 法令違反又はその疑いが生じた場合
⑤ その他調査業務に重大な影響を及ぼす事態
4. 乙は、報告内容について事実と推測を明確に区別し、確認できていない事項を確定的な事実として報告してはならない。

[bookmark: _bi1noac4iuuc]第12条（調査報告書及び成果物）
1. 乙は、調査業務の完了後、個別契約に定める期限までに調査報告書及び必要な調査資料を甲に提出する。
2. 調査報告書には、必要に応じて次の事項を記載する。
① 調査案件名及び管理番号
② 調査実施日時及び場所
③ 調査担当者
④ 調査方法及び実施内容
⑤ 確認された事実及び経過
⑥ 写真、動画その他の証拠資料
⑦ 調査結果及び特記事項
3. 乙は、調査報告書及び調査資料について、事実に基づき正確かつ客観的に作成するものとする。
4. 乙は、調査結果を誇張し、虚偽の事実を記載し、又は証拠資料を不当に加工してはならない。
5. 調査報告書の提出方法、ファイル形式及び提出先は、個別契約において定める。

[bookmark: _ceaasushi0j7]第13条（成果物の確認及び補正）
1. 甲は、乙から調査報告書及び調査資料を受領した日から起算して　　　営業日以内に、個別契約に定める内容との適合性を確認する。
2. 甲は、成果物に記載漏れ、明らかな誤記、合意した報告事項の欠落その他乙の責めに帰すべき不備が認められた場合、乙に対して合理的な範囲で補正を求めることができる。
3. 乙は、前項の補正要求に正当な理由がある場合、甲乙協議のうえ定めた期限までに無償で補正する。
4. 調査対象者の行動その他乙の合理的な管理を超える事情により、期待された情報又は証拠が取得できなかったことのみをもって、成果物の不備とはしない。
5. 甲が第1項の期間内に具体的な不備を通知しない場合、成果物の確認が完了したものとみなす。ただし、通常の確認では発見できなかった不備については、この限りでない。

[bookmark: _jhgn2bmlujz6]第14条（調査報酬）
1. 甲は、乙に対し、個別契約に定める調査報酬を支払う。
2. 調査報酬の算定方法は、次のいずれか又はその組合せによるものとする。
① 時間単価方式
② 日額方式
③ 案件単位の固定報酬方式
④ その他甲乙が合意した方式
3. 調査報酬には、個別契約で別途定める場合を除き、通常の調査業務に必要な人件費及び一般管理費を含むものとする。
4. 調査報酬の変更が必要となる場合、甲乙は事前に協議し、書面又は電磁的方法により合意する。
5. 調査の結果、甲又は依頼者が期待した情報を取得できなかった場合であっても、乙が個別契約に従い適切に調査業務を実施したときは、別段の合意がない限り、甲は約定の調査報酬を支払うものとする。

[bookmark: _seipzsp9anjr]第15条（経費の負担）
1. 調査業務に伴う交通費、宿泊費、駐車場代、施設利用料その他の実費については、個別契約に定めるところによる。
2. 乙は、甲が事前に承諾した経費を除き、追加経費を甲に請求する場合には、原則として事前に甲の承諾を得る。
3. 緊急かつ合理的な必要性により事前承諾を得ることが困難であった場合、乙は速やかに甲に経費の内容及び発生理由を報告する。
4. 甲は、必要に応じて乙に領収書その他経費の支出を確認できる資料の提出を求めることができる。

[bookmark: _ep0c9ly6z8xv]第16条（支払方法及び支払期限）
1. 甲は、乙に対し、個別契約に定める支払期限までに、乙の指定する金融機関口座へ振り込む方法により調査報酬及び承認済み経費を支払う。
2. 振込手数料は、□ 甲負担　□ 乙負担 とする。
3. 支払期限は、原則として次のとおりとする。
	項目
	内容

	報酬算定方式
	□ 時間単価　□ 日額　□ 固定報酬　□ その他

	調査報酬
	金　　　　　　　　　円（税込）

	経費
	□ 報酬に含む　□ 別途精算

	締日
	毎月　　　　　日

	支払日
	□ 翌月　　　　　日　□ その他

	支払方法
	銀行振込

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担


4. 甲が正当な理由なく支払期限までに報酬を支払わない場合、乙は甲に対し、法令に従い遅延損害金を請求することができる。
5. 本契約又は個別契約に法令上の支払期日その他の強行規定が適用される場合は、当該法令の定めを優先する。

[bookmark: _3lbuccrqpoee]第17条（秘密保持）
1. 甲及び乙は、本契約及び個別契約に関連して知り得た相手方の営業上、技術上、業務上その他一切の非公開情報並びに依頼者及び調査対象者に関する情報を、秘密として厳重に管理する。
2. 甲及び乙は、相手方の事前の承諾なく、秘密情報を第三者に開示又は漏えいしてはならない。ただし、法令に基づく開示義務がある場合は、この限りでない。
3. 甲及び乙は、秘密情報を本契約及び個別契約の履行以外の目的に利用してはならない。
4. 甲及び乙は、自己の役員、従業者その他業務上秘密情報を取り扱う者に対し、必要な秘密保持義務を負わせる。
5. 本条の義務は、本契約終了後も存続する。

[bookmark: _7oxnmdqdprox]第18条（個人情報の保護）
1. 甲及び乙は、調査業務に関連して取得又は提供を受けた個人情報について、個人情報の保護に関する法律その他関係法令を遵守し、適切に取り扱う。
2. 乙は、甲から提供された個人情報を委託された調査業務の遂行に必要な範囲でのみ利用する。
3. 乙は、個人情報への不正アクセス、紛失、漏えい、改ざん及び不当な利用を防止するため、必要かつ適切な安全管理措置を講じる。
4. 乙は、個人情報を取り扱う従業者に対し、必要な教育及び監督を実施する。
5. 乙は、甲の承諾なく、個人情報を第三者に提供してはならない。ただし、法令上認められる場合を除く。
6. 個人情報の漏えい等が発生し、又はそのおそれがある場合、乙は直ちに甲に通知し、被害の拡大防止、原因調査及び再発防止に協力する。
7. 甲乙は、個人情報の漏えい等に関して法令上必要な報告及び本人通知について、それぞれの法的義務に従い対応する。

[bookmark: _sctnmu9122yi]第19条（調査資料の管理）
1. 乙は、調査業務に関連して取得又は作成した調査資料について、紛失、漏えい、改ざん及び不正利用を防止するため適切な管理措置を講じる。
2. 調査資料を電子データとして保存又は送信する場合、乙は必要に応じてアクセス制限、暗号化その他合理的な安全対策を実施する。
3. 乙は、甲の承諾なく、調査資料を本契約の目的以外に利用してはならない。
4. 乙は、調査資料を第三者に販売、譲渡、公開又は提供してはならない。ただし、法令上必要な場合又は甲が適法に承諾した場合は、この限りでない。
5. 乙は、調査資料の保存期間及び廃棄方法について、法令及び個別契約に従い適切に管理する。

[bookmark: _a0nbrralgvcx]第20条（成果物の権利帰属）
1. 調査業務により作成された調査報告書、写真、動画その他の成果物に係る著作権については、個別契約に別段の定めがない限り、当該成果物に関する報酬の全額支払完了時に乙から甲へ移転するものとする。ただし、法令上著作権の対象とならない事実情報等については、この限りでない。
2. 前項の著作権の移転には、著作権法第27条及び第28条に規定する権利を含むものとする。
3. 乙は、甲及び甲が適法に利用を認めた者に対し、成果物に関する著作者人格権を行使しないものとする。
4. 乙が本契約締結前から保有していた資料、ノウハウ、調査手法その他の権利は、乙に留保される。
5. 乙は、甲の事前承諾なく、成果物を自己の営業資料、広告、実績紹介その他の目的に利用してはならない。
6. 甲は、成果物の利用にあたり、調査対象者その他第三者の権利利益及び関係法令を遵守するものとする。

[bookmark: _fzvpifprcg7m]第21条（調査結果の利用制限）
1. 甲は、乙から提供された調査結果を、依頼者との契約において定めた適法な目的の範囲で利用する。
2. 甲は、調査結果が違法な差別的取扱い、ストーカー行為、脅迫その他違法行為に利用されることのないよう必要な措置を講じる。
3. 乙は、調査結果を甲以外の第三者に直接提供してはならない。ただし、甲の事前承諾があり、かつ法令上適法な場合は、この限りでない。
4. 甲乙は、調査結果の利用目的に重大な変更が生じた場合、その適法性を確認したうえで必要な対応を協議する。

[bookmark: _ql8nwyqkjcg2]第22条（依頼者との直接取引の制限）
1. 乙は、本契約の履行により知り得た甲の依頼者に対し、甲を介さずに当該調査案件について直接契約を締結し、又は取引を勧誘してはならない。ただし、甲の事前承諾がある場合は、この限りでない。
2. 前項の制限は、乙が本契約締結前から独立して取引関係を有していた依頼者との通常の取引には適用しない。
3. 乙は、甲の営業秘密又は依頼者情報を不当に利用して自己又は第三者の利益を図ってはならない。
4. 本条の義務は、本契約終了後　　　年間存続する。ただし、合理的な範囲を超えて乙の正当な営業活動を制限するものではない。

[bookmark: _o8ha4mh31fnz]第23条（事故及びトラブルへの対応）
1. 乙は、調査業務中に事故、第三者との紛争、法令違反の疑いその他重大な問題が発生した場合、直ちに甲に報告する。
2. 甲乙は、事故又はトラブルが発生した場合、被害の拡大防止及び事実関係の確認に協力する。
3. 乙の責めに帰すべき事由により事故又は損害が発生した場合、乙は自己の責任において適切な対応を行う。
4. 甲の指示又は提供情報に起因して事故又は損害が発生した場合、甲は自己の責めに帰すべき範囲で責任を負う。
5. 甲乙双方に責任がある場合、その責任割合は各当事者の帰責事由及び損害発生への寄与度を考慮して協議する。

[bookmark: _9hjenm672q9i]第24条（調査業務の中断及び中止）
1. 乙は、次の各号のいずれかに該当する場合、調査業務を中断又は中止することができる。
① 調査の継続により法令違反が生じるおそれがある場合
② 調査担当者又は第三者の生命、身体若しくは安全に重大な危険が生じる場合
③ 天災地変その他不可抗力により調査の実施が困難となった場合
④ 甲から違法又は不当な調査指示があった場合
⑤ その他合理的な理由により調査継続が困難となった場合
2. 乙は、前項により調査を中断又は中止する場合、緊急の場合を除き、事前に甲へ通知する。
3. 調査の中断又は中止に伴う報酬及び経費の精算については、既に実施した業務内容、発生した合理的な費用及び中断原因を考慮して甲乙協議のうえ決定する。
4. 乙の責めに帰すべき事由により調査を中止した場合、乙は未実施部分に対応する報酬を請求できない。ただし、法令に別段の定めがある場合はこれに従う。

[bookmark: _2m38uycf2d1f]第25条（契約内容の変更）
1. 甲乙は、調査対象、調査期間、調査方法、報酬その他個別契約の重要事項を変更する場合、事前に協議する。
2. 変更内容について合意した場合、甲乙は書面又は電磁的方法により変更内容を記録する。
3. 乙は、甲の承諾なく、報酬の増額を伴う重要な業務変更を行ってはならない。
4. 調査内容の変更により業務遂行が困難となる場合、甲乙は個別契約の継続又は終了について協議する。

[bookmark: _c1rylhfrnktj]第26条（損害賠償）
1. 甲又は乙は、本契約又は個別契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、自己の責めに帰すべき事由に応じて損害を賠償する責任を負う。
2. 損害賠償の範囲は、原則として通常かつ直接に生じた損害とする。ただし、故意又は重大な過失による場合、秘密保持義務若しくは個人情報保護義務に違反した場合又は法令上責任を制限できない場合は、この限りでない。
3. 甲乙は、損害の発生及び拡大を防止するため合理的な措置を講じる。
4. 損害賠償の具体的な範囲及び金額について争いが生じた場合、甲乙は誠実に協議する。

[bookmark: _uiqbir7am7ow]第27条（不可抗力）
1. 天災地変、戦争、暴動、感染症の大規模な流行、行政機関による規制その他当事者の合理的な支配を超える事由により、本契約又は個別契約の履行が困難となった場合、当該当事者は速やかに相手方に通知する。
2. 前項の事由により履行遅延又は履行不能が生じた場合、当該当事者は自己の責めに帰することのできない範囲で責任を負わない。
3. 不可抗力が継続し、契約目的の達成が困難となった場合、甲乙は契約の変更又は終了について協議する。


[bookmark: _yvj51ul8j0od]第28条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自己並びに自己の役員及び実質的支配者が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力に該当しないことを表明し、保証する。
2. 甲及び乙は、反社会的勢力に対して資金提供、便宜供与その他の関与を行わない。
3. 甲又は乙が前2項に違反した場合、相手方は催告なく本契約及び個別契約の全部又は一部を解除することができる。
4. 前項に基づく解除により違反当事者に損害が生じた場合であっても、解除した当事者は法令上認められる範囲で責任を負わない。

[bookmark: _wvruomtz67t7]第29条（契約解除）
1. 甲又は乙は、相手方が本契約又は個別契約に違反し、相当の期間を定めて是正を求めたにもかかわらず、当該違反が是正されない場合、本契約又は個別契約の全部又は一部を解除することができる。
2. 甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当する場合、催告なく直ちに本契約又は個別契約を解除することができる。
① 重大な法令違反があった場合
② 探偵業の営業停止命令又は営業廃止命令を受け、契約の履行が困難となった場合
③ 秘密情報又は個人情報の重大な漏えいが発生した場合
④ 支払停止、破産手続開始その他信用状態の重大な悪化が生じた場合
⑤ 相手方との信頼関係を著しく損なう行為があった場合
⑥ その他契約を継続することが困難な重大な事由が生じた場合
3. 本条に基づく解除は、解除前に発生した債権債務及び損害賠償請求権に影響を及ぼさない。
4. 甲乙は、契約解除時における未完了業務、調査資料及び報酬の精算について、法令及び本契約に従い適切に処理する。

[bookmark: _jlzcgapqkfn2]第30条（契約期間）
1. 本契約の有効期間は、　　　　年　　　月　　　日から　　　　年　　　月　　　日までとする。
2. 期間満了日の　　　日前までに甲又は乙から書面又は電磁的方法による更新拒絶の通知がない場合、本契約は同一条件でさらに　　　年間更新されるものとし、以後も同様とする。
3. 本契約が終了した場合であっても、終了時点で有効な個別契約については、別段の合意がない限り、当該個別契約の終了まで本契約の規定を適用する。
4. 秘密保持、個人情報保護、調査資料の管理、成果物の権利帰属、損害賠償その他その性質上存続すべき条項は、本契約終了後も必要な範囲で効力を有する。

[bookmark: _ypcpd9gz0ry6]第31条（契約終了後の資料返還及び廃棄）
1. 乙は、本契約又は個別契約が終了した場合、甲の指示に従い、調査資料、個人情報及び秘密情報を返還又は適切な方法で廃棄する。
2. 乙は、法令上保存が必要な資料については、必要な保存期間中、適切な安全管理措置を講じて保管することができる。
3. 乙は、甲から求められた場合、資料の返還又は廃棄が完了したことを報告する。
4. 乙は、契約終了後も、調査資料及び秘密情報を不正に利用してはならない。

[bookmark: _pxmva1uqebs3]第32条（権利義務の譲渡禁止）
甲及び乙は、相手方の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、本契約又は個別契約に基づく権利若しくは義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。ただし、法令上譲渡制限の効力が制限される場合は、この限りでない。

[bookmark: _jeaqqmstqgn1]第33条（独立した事業者としての地位）
1. 甲及び乙は、それぞれ独立した事業者として本契約を締結するものであり、本契約により雇用関係、代理関係又は共同事業関係が当然に成立するものではない。
2. 乙は、個別契約で合意した業務内容及び法令上必要な事項を除き、自己の責任と裁量により調査業務を遂行する。
3. 甲は、乙の従業者に対して直接の指揮命令を行わず、業務上必要な指示及び連絡は原則として乙の責任者を通じて行う。
4. 本条の定めにかかわらず、実際の業務遂行形態に応じて労働関係法令その他関係法令が適用される場合は、当該法令に従う。

[bookmark: _1oggaulpklg1]第34条（協議事項）
本契約及び個別契約に定めのない事項又は各条項の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は関係法令及び取引慣行を踏まえ、誠意をもって協議し、円満な解決を図るものとする。

[bookmark: _sb1tv6lm1sj4]第35条（準拠法及び管轄裁判所）
1. 本契約及び個別契約の成立、効力、履行及び解釈については、日本法を準拠法とする。
2. 本契約又は個別契約に関連して訴訟の必要が生じた場合、　　　　　　　　　地方裁判所又は　　　　　　　　　簡易裁判所を、訴額に応じた第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

[bookmark: _wendxnvv650o]契約締結欄
甲及び乙は、本契約の内容を十分に確認し、これに合意した証として、本書2通を作成し、記名押印のうえ各自1通を保有する。
なお、電子契約による場合は、本契約の電磁的記録を作成し、甲乙双方が合意した電子署名その他適切な方法により契約を締結し、各自当該電磁的記録を保管する。

契約締結日：　　　　年　　　月　　　日

[bookmark: _90ygtnn6deg]甲（委託者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

探偵業届出に係る公安委員会：　　　　　　　　　　　　　　

届出書の受理番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[bookmark: _fs86hrguztsh]
[bookmark: _u0ajp2r11cfw]乙（受託者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

探偵業届出に係る公安委員会：　　　　　　　　　　　　　　

届出書の受理番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：

